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別紙

物件制限の特例に係る承認基準

飛行場及び航空保安施設の設置及び管理の基準に関する訓令（昭和３３年防衛
庁訓令第１０５号）第２５条の規定に基づく、水平表面の上に出る障害物件の設
置の承認基準は次のとおりとする。

第１ 承認基準
⑴ 仮設物の場合

建築物の工事のために設置する必要最小限の仮設物
⑵ 避雷設備の場合

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第３３条の規定により設けな
ければならない避雷設備

⑶ 地形又は既存物件との関係から航空機の飛行の安全を特に害しない物件
の場合
イ 山との関係が、次の表に示す条件に適合する物件。なお、当該物件が
着陸帯と山の間にあるか、その外側にあるかの判定は、山頂を通る着陸
帯の中心線との平行線を基準として行う。

飛行場標高からの山の高さ
を１とした当該物件の高さ 申請物件の位置 山と申請物件との距離
の比
１以下 ０．７以上 着陸帯と山の間にある場合 ３００ｍ以内

山の外側にある場合 ３００ｍ以内
０．７未満 ０．５以上 着陸帯と山の間にある場合 ５００ｍ以内

山の外側にある場合 ８００ｍ以内
０．５未満 ０．３以上 着陸帯と山の間にある場合 ８００ｍ以内

山の外側にある場合 １ｋｍ以内
０．３未満 着陸帯と山の間にある場合 １ｋｍ以内

山の外側にある場合 １．５ｋｍ以内

ロ 既存物件との関係が、次の表に示す条件に適合する物件
飛行場標高からの既存物件の 申請物件の位置
高さを１とした当該物件の高 （別図参照）
さの比

１以下 ０．７以上 実線Ａ－１で囲まれる部分
０．７未満 ０．５以上 実線Ａ－２で囲まれる部分
０．５未満 ０．３以上 実線Ａ－３で囲まれる部分

０．３未満 実線Ａ－４で囲まれる部分

第２ 承認の条件
第１の承認基準に従い障害物件の設置の承認をする場合は、次の基準によ

り昼間障害標識及び航空障害灯を設置することを条件として承認するものと
する。
⑴ 昼間障害標識
イ 当該物件が、昼間障害標識が設置されている既存物件より２００ｍ以
上離れている場合は、昼間障害標識を設置すること。

ロ 既存物件に昼間障害標識が設置されていない場合は、当該物件に昼間
障害標識を設置すること。



⑵ 航空障害灯
イ 当該物件が、航空障害灯が設置されている山又は既存物件より５００
ｍ以上離れている場合は、航空障害灯を設置すること。

ロ 山又は既存物件に航空障害灯が設置されていない場合は、当該物件に
航空障害灯を設置すること。

第３ 手続等
１ 航空法（昭和２７年法律第２３１号）第４９条第１項ただし書きに基づ
く申入れがあったときは、次に掲げる事項を記載した申請書を提出させな
ければならない。
⑴ 物件の設置者
⑵ 物件の種類（煙突、フレアスタック、ビルディング等）
⑶ 設置場所（町名、地番、緯度、経度）
⑷ 地表からの高さ及び海抜高
⑸ 飛行場標点からの高さ及び距離
⑹ 物件設置のための工期
⑺ 仮設物にあっては、除去予定期日
⑻ 水平表面を超えた高さを必要とする理由
⑼ 着陸帯及び水平表面並びに当該物件の位置を示した５万分の一の地図
⑽ 飛行場標高を基準として当該物件より高い近接した既存物件又は山の
ある場合は、その関係及び間隔を示した平面図

⑾ 物件の立面図
⑿ その他参考となる事項

２ 第３の１の申請書は、管理者及び幕僚長を経由して、防衛大臣に提出す
るものとする。この場合において、申請書を受理した管理者及び幕僚長は、
速やかに当該申請書に意見を添えて防衛大臣に送付しなければならない。

第４ その他
この承認基準により難い場合には、整備計画局長と協議するものとする。



別図


